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　本稿の目的は，現代日本の労使関係システムを包括
的に研究する準備作業の一環である。労使関係研究は
一つの学問領域というより複合的な研究領域であり，
それははじめから学際的領域であった。この学際的研
究として日本の労使関係全体の構造と機能をシステム
として包括的に把握しようとした試みは，1980 年代
以降減っている。一方過去四半世紀の世界の労使関係
の実態と研究動向は大きく変容した。他方で日本の労
使関係の実態はこの間その変容をめぐって議論が続い
ているが，それは必ずしもシステム全体の問題に及ん

だものとなっていない。その結果，例えば日本の労使
関係システムの主要なアクターであり，その制度上，
組織上重要な存在である日本の労働組合のナショナル
センターである連合についての様々な評価も，労使関
係システムの理論的見地から十分なされているとはい
えない。以上の認識から，日本の労使関係研究の今後
の課題は，異なる時代や他国のそれとも比較可能な形
で，現代日本の労使関係システムを包括的に研究する
ための分析枠組みの整理とそれに基づいた実態分析の
蓄積であると考える。
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